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(57)【要約】
　電気車両充電および/または電力伝送におけるバイポ
ーラ送電機および/または受電機の高さを低減するため
のシステム、方法、および装置について本明細書で説明
する。一実装形態は、ワイヤレス電力伝送のための装置
を含み得る。本装置は、低減された厚みを有する少なく
とも1つの部分を含む強磁性レイヤを含む。本装置は、
低減された厚みを有する強磁性レイヤの少なくとも1つ
の部分に埋め込まれた少なくとも1つの部分を有する第1
のコイルをさらに含む。本装置は、第1のコイルの少な
くとも1つの埋め込まれた部分と重なる第2のコイルをさ
らに含む。低減された厚みを有する少なくとも1つの部
分は強磁性レイヤ内にリセスを含む。強磁性レイヤは、
第1の厚みを有する第1の複数の強磁性タイルを含み、低
減された厚みを有する少なくとも1つの部分は、低減さ
れた厚みを有する第2の複数の強磁性タイルを含む。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ワイヤレス電力伝送のための装置であって、
　低減された厚みを有する少なくとも1つの部分を含む強磁性レイヤと、
　前記低減された厚みを有する前記強磁性レイヤの前記少なくとも1つの部分に埋め込ま
れた少なくとも1つの部分を有する第1のコイルと、
　前記第1のコイルの前記少なくとも1つの埋め込まれた部分と重なる第2のコイルと
を含む、装置。
【請求項２】
　前記低減された厚みを有する前記少なくとも1つの部分が、前記強磁性レイヤ内にリセ
スを含む、請求項1に記載の装置。
【請求項３】
　前記低減された厚みを有する前記少なくとも1つの部分が、前記少なくとも1つの部分に
おける前記強磁性レイヤの完全除去を含む、請求項1に記載の装置。
【請求項４】
　前記低減された厚みを有する前記強磁性レイヤの前記少なくとも1つの部分に実質的に
位置合わせされた、埋め込まれたまたは除去された少なくとも1つの部分を有するシール
ドレイヤをさらに含む、請求項1に記載の装置。
【請求項５】
　前記強磁性レイヤが、第1の厚みを有する第1の複数の強磁性タイルを含み、前記低減さ
れた厚みを有する前記少なくとも1つの部分が、前記低減された厚みを有する第2の複数の
強磁性タイルを含む、請求項1に記載の装置。
【請求項６】
　前記強磁性レイヤ、前記第1のコイル、および前記第2のコイルが、バイポーラワイヤレ
ス電力送電機またはバイポーラワイヤレス電力受電機を形成する、請求項1に記載の装置
。
【請求項７】
　前記第1のコイルおよび前記第2のコイルが、異なる大きさまたは異なる位相のうちの少
なくとも1つを有するそれぞれの前記第1のコイルおよび前記第2のコイルを通過するそれ
ぞれ第1の電流および第2の電流で駆動するように構成される、請求項1に記載の装置。
【請求項８】
　前記第1のコイルおよび前記第2のコイルが、少なくとも1つの受電コイルとカップリン
グするための磁束を発生させるように構成される、請求項1に記載の装置。
【請求項９】
　ワイヤレス電力伝送のための方法であって、
　低減された厚みを有する強磁性レイヤの少なくとも1つの部分に埋め込まれた少なくと
も1つの部分を有する第1のコイルを介して電力をワイヤレスに送電または受電するステッ
プと、
　前記第1のコイルの前記少なくとも1つの埋め込まれた部分と重なる第2のコイルを介し
て電力をワイヤレスに送電または受電するステップと
を含む、方法。
【請求項１０】
　前記低減された厚みを有する前記少なくとも1つの部分が、前記強磁性レイヤ内にリセ
スを含む、請求項9に記載の方法。
【請求項１１】
　前記低減された厚みを有する前記少なくとも1つの部分が、前記少なくとも1つの部分に
おける前記強磁性レイヤの完全除去を含む、請求項9に記載の方法。
【請求項１２】
　前記低減された厚みを有する前記強磁性レイヤの前記少なくとも1つの部分に実質的に
位置合わせされた、少なくとも1つの埋め込まれたまたは除去された部分を含むシールド
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レイヤを介して電磁場からエリアを遮断するステップをさらに含む、請求項9に記載の方
法。
【請求項１３】
　前記強磁性レイヤが、第1の厚みを有する第1の複数の強磁性タイルを含み、前記低減さ
れた厚みを有する前記少なくとも1つの部分が、前記低減された厚みを有する第2の複数の
強磁性タイルを含む、請求項9に記載の方法。
【請求項１４】
　異なる大きさまたは異なる位相のうちの少なくとも1つを有するそれぞれの前記第1のコ
イルおよび前記第2のコイルを通過するそれぞれ第1の電流および第2の電流で前記第1のコ
イルおよび前記第2のコイルを駆動するステップをさらに含む、請求項9に記載の方法。
【請求項１５】
　少なくとも1つの受電コイルとカップリングされた磁束を発生させるために前記第1のコ
イルおよび前記第2のコイルを利用するステップをさらに含む、請求項9に記載の方法。
【請求項１６】
　ワイヤレス電力伝送のための装置であって、
　第1の中心点を有する第1のコイルと、
　第2の中心点を有し、かつ前記第1のコイルの一部分と重なる第2のコイルと
を含み、前記第1のコイルおよび前記第2のコイルが、前記第1の中心点と前記第2の中心点
との間に共通軸を有し、前記第1のコイルおよび前記第2のコイルが各々、前記共通軸に実
質的に平行な第1の寸法であって、各々が前記共通軸に実質的に直角となっているそれぞ
れの第2の寸法よりも短い、第1の寸法を有する、装置。
【請求項１７】
　前記共通軸が、前記第1のコイルおよび前記第2のコイルに関連する偏波の方向を含む、
請求項16に記載の装置。
【請求項１８】
　前記第1のコイルおよび前記第2のコイルが、異なる大きさまたは異なる位相のうちの少
なくとも1つを有するそれぞれの前記第1のコイルおよび前記第2のコイルを通過するそれ
ぞれ第1の電流および第2の電流で駆動するように構成される、請求項16に記載の装置。
【請求項１９】
　前記第1のコイルおよび前記第2のコイルが、少なくとも1つの受電コイルとカップリン
グするための磁束を発生させるように構成される、請求項16に記載の装置。
【請求項２０】
　前記少なくとも1つの受電コイルの中心点が、前記第1のコイルおよび前記第2のコイル
の前記第2の寸法の所定の割合以上の距離だけ、前記共通軸に直角方向に前記共通軸から
オフセットされる、請求項19に記載の装置。
【請求項２１】
　低減された厚みを有する少なくとも1つの部分を含む強磁性レイヤをさらに含む、請求
項16に記載の装置。
【請求項２２】
　前記第1のコイルが、前記低減された厚みを有する前記強磁性レイヤの前記少なくとも1
つの部分に埋め込まれた少なくとも1つの部分を含む、請求項21に記載の装置。
【請求項２３】
　前記強磁性レイヤが、第1の厚みを有する第1の複数の強磁性タイルを含み、前記低減さ
れた厚みを有する前記少なくとも1つの部分が、前記低減された厚みを有する第2の複数の
強磁性タイルを含む、請求項21に記載の装置。
【請求項２４】
　ワイヤレス電力伝送のための方法であって、
　第1の中心点を有する第1のコイルを介して電力をワイヤレスに送電または受電するステ
ップと、
　第2の中心点を有し、かつ前記第1のコイルの一部分と重なる第2のコイルを介して電力
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をワイヤレスに送電または受電するステップとを含み、前記第1のコイルおよび前記第2の
コイルが、前記第1の中心点と前記第2の中心点との間に共通軸を有し、前記第1のコイル
および前記第2のコイルが各々、前記共通軸に実質的に平行な第1の寸法であって、各々が
前記共通軸に実質的に直角となっているそれぞれの第2の寸法よりも短い、第1の寸法を有
する、方法。
【請求項２５】
　前記共通軸が、前記第1のコイルおよび前記第2のコイルに関連する偏波の方向を含む、
請求項24に記載の方法。
【請求項２６】
　異なる大きさまたは異なる位相のうちの少なくとも1つを有するそれぞれの前記第1のコ
イルおよび前記第2のコイルを通過するそれぞれ第1の電流および第2の電流で前記第1のコ
イルおよび前記第2のコイルを駆動するステップをさらに含む、請求項24に記載の方法。
【請求項２７】
　前記第1のコイルおよび前記第2のコイルによって少なくとも1つの受電コイルとカップ
リングするための磁束を発生させるステップをさらに含む、請求項24に記載の方法。
【請求項２８】
　前記少なくとも1つの受電コイルの中心点が、前記第1のコイルおよび前記第2のコイル
の前記第2の寸法の所定の割合以上の距離だけ、前記共通軸に直角方向に前記共通軸から
オフセットされる、請求項27に記載の方法。
【請求項２９】
　低減された厚みを有する少なくとも1つの部分を含む強磁性レイヤが前記第1のコイルに
隣接して配置される、請求項24に記載の方法。
【請求項３０】
　前記第1のコイルが、前記低減された厚みを有する前記少なくとも1つの部分に埋め込ま
れた少なくとも1つの部分を含む、請求項29に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　説明する技術は、一般にワイヤレス電力に関する。より詳細には、本開示は、電気車両
充電におけるバイポーラ送電機および/または受電機の高さを低減するためのシステム、
方法、および装置を対象とする。
【背景技術】
【０００２】
　「バイポーラ」とも呼ばれる「クロスポーラ」の充電または電力伝送システムの場合、
たとえば、2つのコイルを異なる電流量および/または電流位相で駆動することによって、
磁場構造に影響を及ぼすために、2つのコイルが重複する。一般的な事例では、「クロス
ポーラ」システムまたは「バイポーラ」システムによって発生する磁場構造は、垂直偏波
磁気モーメントと水平偏波磁気モーメントの両方からなる。2つのコイルの巻線は重複す
るため、パッド高さは比較可能な単一コイルシステム、たとえば、従来の「ダブルD」コ
イルシステムまたは「Q」コイルシステムよりも少なくとも1本のリッツワイヤの厚みだけ
高くなる場合がある。この厚みの増大は、最高で20%のベースパッドの高さ増大をもたら
し得る。たとえば、重複するコイルを有さないベースパッドが30ミリメートル(mm)の高さ
を有し、コイルを形成するために使用される銅製リッツワイヤがおよそ5mmの厚みを有す
る、いくつかの実装形態では、重複するコイルを有する従来のベースパッドはおよそ35mm
の増大した厚みを有し得る。これは、技術的理由と審美的理由の両方で望ましくない。し
たがって、電気車両ワイヤレス充電および/または電力伝送におけるバイポーラ送電機お
よび/または受電機の高さを低減するためのシステム、方法、および装置の必要が存在す
る。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
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【０００３】
　添付の特許請求の範囲の範疇であるシステム、方法およびデバイスの様々な実装形態は
、各々、いくつかの態様を有し、それらのうちの単一の態様だけが、本明細書で説明する
望ましい属性に関与しているわけではない。本明細書においては、添付の特許請求の範囲
を限定することなく、いくつかの顕著な特徴について説明する。
【０００４】
　本明細書で説明する主題の1つまたは複数の実装形態の詳細は、添付の図面に記載され
ており、また、以下の説明の中で説明される。他の特徴、態様および利点は、説明、図面
および特許請求の範囲から明らかになるであろう。以下の図の相対寸法は、原寸に比例し
て描かれていないことがあることに留意されたい。
【０００５】
　本開示の一態様は、ワイヤレス電力伝送のための装置を提供する。本装置は、低減され
た厚みを有する少なくとも1つの部分を含む強磁性レイヤを含む。本装置は、低減された
厚みを有する強磁性レイヤの少なくとも1つの部分に埋め込まれた少なくとも1つの部分を
有する第1のコイルをさらに含む。本装置は、第1のコイルの少なくとも1つの埋め込まれ
た部分と重なる第2のコイルをさらに含む。
【０００６】
　本開示の別の態様は、ワイヤレス電力伝送のための方法を提供する。本方法は、低減さ
れた厚みを有する強磁性レイヤの少なくとも1つの部分に埋め込まれた少なくとも1つの部
分を有する第1のコイルを介して電力をワイヤレスに送電または受電するステップを含む
。本方法は、第1のコイルの少なくとも1つの埋め込まれた部分と重なる第2のコイルを介
して電力をワイヤレスに送電または受電するステップをさらに含む。
【０００７】
　本開示の別の態様は、ワイヤレス電力伝送のための装置を提供する。本装置は、低減さ
れた厚みを有する少なくとも1つの部分を含む磁束をチャネリングするための手段を含む
。本装置は、低減された厚みを有する磁束をチャネリングするための手段の少なくとも1
つの部分内に埋め込まれた少なくとも1つの部分を有する、電磁場を発生させるための第1
の手段をさらに含む。本装置は、電磁場を発生させるための第1の手段の少なくとも1つの
埋め込まれた部分と重なる、電磁場を発生させるための第2の手段をさらに含む。
【０００８】
　本開示の別の態様は、ワイヤレス電力伝送のための装置を提供する。本装置は、第1の
中心点を有する第1のコイルを含む。本装置は、第2の中心点を有し、かつ第1のコイルの
一部分と重なる第2のコイルをさらに含み、第1のコイルおよび第2のコイルは、第1の中心
点と第2の中心点との間に共通軸を有し、第1のコイルおよび第2のコイルは各々、各々が
共通軸に実質的に直角な、それぞれの第2の寸法よりも短い、共通軸に実質的に平行な第1
の寸法を有する。
【０００９】
　本開示の別の態様は、ワイヤレス電力伝送のための方法を提供する。本方法は、第1の
中心点を有する第1のコイルを介して電力をワイヤレスに送電または受電するステップを
含む。本装置は、第2の中心点を有し、かつ第1のコイルの一部分と重なる第2のコイルを
介して電力をワイヤレスに送電または受電するステップをさらに含み、第1のコイルおよ
び第2のコイルは、第1の中心点と第2の中心点との間に共通軸を有し、第1のコイルおよび
第2のコイルは各々、各々が共通軸に実質的に直角な、それぞれの第2の寸法よりも短い、
共通軸に実質的に平行な第1の寸法を有する。
【００１０】
　本開示の別の態様は、ワイヤレス電力伝送のための装置を提供する。本装置は、第1の
中心点を有する、電磁場を発生させるための第1の手段を含む。本装置は、第2の手段を有
し、かつ電磁場を発生させるための第1の手段の一部分と重複する、電磁場を発生させる
ための第2の手段をさらに含む。電磁場を発生させるための第1の手段および第2の手段は
、第1の中心点と第2の中心点との間に共通軸を有する。電磁場を発生させるための第1の



(6) JP 2017-526156 A 2017.9.7

10

20

30

40

50

手段および第2の手段は各々、各々が共通軸に実質的に直角な、それぞれの第2の寸法より
も短い、共通軸に実質的に平行な第1の寸法を有する。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】一例示的な実装形態による、ワイヤレスバイポーラ電力伝送システムの機能ブロ
ック図である。
【図２】別の例示的な実装形態による、バイポーラワイヤレス電力伝送システムの機能ブ
ロック図である。
【図３】例示的な実装形態による、送電コイルまたは受電コイルを含む、図2の送電回路
または受電回路の一部分の概略図である。
【図４】ある例示的な実装形態による、ワイヤレスバイポーラ電力伝送システムを介して
位置合わせされた車両の図である。
【図５】ある例示的な実装形態による、バイポーラワイヤレス電力伝送システムの図であ
る。
【図６】図5のバイポーラワイヤレス電力伝送システムに統合された、低減された厚みを
有する一部分を有する強磁性レイヤの拡大図である。
【図７】ある例示的な実装形態による、上から見た、図5のバイポーラワイヤレス電力伝
送システムの図である。
【図８】ある例示的な実装形態による、受電コイルを含む、上から見た、図5のバイポー
ラワイヤレス電力伝送システムの図である。
【図９】ある例示的な実装形態による、ワイヤレス電力伝送のための方法のフローチャー
トである。
【図１０】ある例示的な実装形態による、バイポーラワイヤレス電力伝送装置の機能ブロ
ック図の一例を示す図である。
【図１１】ある例示的な実装形態による、ワイヤレス電力伝送のための方法の別のフロー
チャートである。
【図１２】ある例示的な実装形態による、別のバイポーラワイヤレス電力伝送装置の機能
ブロック図の一例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　図面に示された種々の特徴は、原寸に比例していない可能性がある。したがって、明確
にするために、様々な特徴の寸法は任意に拡大または縮小されていることがある。加えて
、図面のいくつかは、所与のシステム、方法、またはデバイスの構成要素のすべてを図示
していないことがある。最後に、同様の参照番号が、明細書および図面全体を通じて同様
の特徴を表すために使用される場合がある。
【００１３】
　添付の図面に関連して以下に記載する詳細な説明は、本発明の特定の実装形態の説明と
して意図されており、本発明を実践することができる実装形態のみを示すことは意図され
ていない。本説明全体を通して使用されている「例示的」という用語は、「例、実例、ま
たは例証としての役割を果たす」ことを意味しており、必ずしも他の例示的な実装形態に
優る好ましい、または有利なものとして解釈してはならない。詳細な説明は、開示する実
装形態についての完全な理解を提供するための特定の詳細を含む。いくつかの実例では、
いくつかのデバイスはブロック図の形態で示される。
【００１４】
　ワイヤレス電力伝送は、物理的な導電体を使用することなく、電場、磁場、電磁場など
に関連する任意の形態のエネルギーを送電機から受電機に伝送する(たとえば、電力は、
自由空間を通って伝送され得る)ことを指す場合がある。電力伝送を達成するために、ワ
イヤレス場(たとえば、磁場または電磁場)内に出力された電力は、「受電コイル」によっ
て受け取られ、捕捉され、またはカップリングされ得る。
【００１５】
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　図1は、1つの例示的な実装形態によるワイヤレスバイポーラ電力伝送システム100の機
能ブロック図である。エネルギー伝送を実行するためのワイヤレス場(たとえば、磁場ま
たは電磁場)105を発生させるために、電源(図示せず)から送電機104に入力電力102が供給
され得る。受電機108は、ワイヤレス場105とカップリングし、出力電力110に結合された
デバイス(図示せず)が蓄積または消費するための出力電力110を発生させることができる
。送電機104と受電機108はともに、距離112だけ離間される。
【００１６】
　1つの例示的な実装形態では、送電機104および受電機108は、相互共振関係に従って構
成される。受電機108の共振周波数と送電機104の共振周波数が実質的に同じであるか、ま
たは極めて接近している場合、送電機104と受電機108との間の送電損失は最小である。し
たがって、非常に近い(たとえば、場合によっては数ミリメートル以内の)大型コイルを必
要とする場合がある純粋に誘導性の解決策とは対照的に、より長い距離にわたって、ワイ
ヤレス電力伝送がもたらされ得る。したがって、共振誘導カップリング技法は、効率の改
善と、様々な距離にわたる、種々の誘導コイル構成による電力伝送とを可能にし得る。
【００１７】
　受電機108は、受電機108が送電機104によって作り出されたワイヤレス場105に位置して
いる場合に電力を受け取ることができる。ワイヤレス場105は、送電機104によって出力さ
れたエネルギーを受電機108によって捕捉されることができる領域に対応する。ワイヤレ
ス場105は、以下でさらに説明するように、送電機104の「近距離場」に対応することがで
きる。いくつかの実装形態では、送電機104はバイポーラ送電機を含み得る。たとえば、
送電機104は、エネルギーを受電機108に送るための複数の電気的に絶縁された重複送電コ
イル114を含み得る。受電機108は、送電機104から送られたエネルギーを受け取るか、ま
たは捕捉するための受電コイル118を含むことができる。近距離場は、送電コイル114から
電力を最小限に放射する送電コイル114内の電流および電荷から生じる強い反応場が存在
する領域に対応することができる。近距離場は、送電コイル114の約1波長(または、波長
の数分の一)内に存在する領域に対応することができる。
【００１８】
　上述のように、効率的なエネルギー伝送は、電磁波のエネルギーの大部分を遠距離場に
伝播するのではなく、ワイヤレス場105のエネルギーの大部分を受電コイル118とカップリ
ングすることによって行うことができる。ワイヤレス場105内に位置付けられるとき、送
電コイル114と受電コイル118との間に「カップリングモード」を発生させることができる
。このカップリングが生じる場合がある、送電コイル114および受電コイル118の周りの領
域は、本明細書ではカップリングモード領域と呼ばれる。
【００１９】
　図2は、別の例示的な実装形態による、ワイヤレスバイポーラ電力伝送システム200の機
能ブロック図である。システム200は、送電機204と受電機208とを含む。送電機204は、発
振器222、ドライバ回路224、ならびにフィルタおよび整合回路226を含むことができる送
電回路206を含み得る。送電回路206は、コントローラ(図示せず)を含み得るか、またはコ
ントローラによって制御され得る。発振器222は、周波数制御信号223に応答して調整する
ことができる所望の周波数で信号を発生させるように構成することができる。発振器222
は、発振器信号をドライバ回路224に提供することができる。ドライバ回路224は、入力電
圧信号(VD1)225に基づいて、送電コイル214をたとえば第1の送電コイル214の共振周波数
で駆動するように構成されてもよい。フィルタおよび整合回路226は、高調波または他の
不要な周波数をフィルタ除去し、送電機204のインピーダンスを第1の送電コイル214に整
合させてもよい。
【００２０】
　送電回路206は、周波数制御信号243を受け取る別の発振器242と、入力電力信号(VD2)24
5を受け取るためのドライバ244と、フィルタおよび整合回路246と、第2の送電コイル216
とをさらに含むことができる。発振器242、ドライバ244、フィルタおよび整合回路246、
および第2の送電コイル216の各々は実質的に、それぞれ、発振器222、ドライバ回路224、
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フィルタおよび整合回路226、第1の送電コイル214に関して上で説明したように機能し得
る。いくつかの実装形態では、第1の送電コイルと第2の送電コイル214/216の両方に関し
て共通の発振器222、ドライバ回路224、および/またはフィルタおよび整合回路226が提供
されてもよい。第1の送電コイル216と第2の送電コイル214を駆動した結果として、送電コ
イル214/216は、ワイヤレス場205を発生させ、たとえば、電気車両のバッテリー236を充
電するのに十分なレベルで電力をワイヤレスに出力することができる。
【００２１】
　受電機208は、整合回路232と整流器回路234とを含み得る受電回路210を含むことができ
る。整合回路232は、受電回路210のインピーダンスを受電コイル218に整合させてもよい
。整流器回路234は、図2に示すように、交流(AC)電力入力から直流(DC)電力出力を発生さ
せてバッテリー236を充電することができる。受電機208および送電機204は、さらに、個
別の通信チャネル219(たとえば、Bluetooth(登録商標)、Zigbee、セルラー、等々)上で通
信することができる。代替的に、受電機208および送電機204は、ワイヤレス場205の特性
を使用したバンド内シグナリングを介して通信することができる。受電機208は、送電機2
04によって送られ、また、受電機208によって受け取られる電力の量がバッテリー236を充
電するのに適切であるかどうかを決定するように構成することができる。
【００２２】
　図3は、例示的な実装形態による、送電コイルまたは受電コイルを含む、図2の送電回路
206または受電回路210の一部分の概略図である。図3に示すように、送電回路または受電
回路350はコイル352を含むことができる。また、コイル352は、「ループ」コイル352と呼
ばれる場合があるか、または「ループ」コイル352として構成される場合がある。また、
コイル352は、本明細書では、「磁気」コイルまたは誘導コイルと呼ばれ、あるいは「磁
気」コイルまたは誘導コイルとして構成される場合がある。「コイル」という用語は、別
の「コイル」とのカップリングのためにエネルギーをワイヤレスに出力または受け取るこ
とが可能な構成要素を一般に指す。コイルは、電力をワイヤレスに出力するか、または受
け取るように構成されるタイプのコイルと呼ばれる場合もある。コイルは、電力をワイヤ
レスに出力または受け取るように構成されるタイプの「アンテナ」とも呼ばれる場合があ
る。本明細書で使用するコイル352は、電力をワイヤレスに出力し、かつ/または受け取る
ように構成されるタイプの「電力伝送構成要素」の一例である。
【００２３】
　コイル352は、空芯、またはフェライトコア(図示せず)などの物理的コアを含むことが
できる。空芯ループコイルは、外部の物理デバイスがコアの近傍に配置されることに対し
て、許容性が高い場合がある。さらに、空芯ループコイル352により、他の構成要素をコ
アエリア内に配置できるようになる。加えて、空芯ループは、受電コイル218(図2)を送電
コイル214(図2)の平面内に配置することをより容易に可能にし得、送電コイル214のカッ
プリングモード領域は、より強力であり得る。
【００２４】
　上述のように、送電機104/204と受電機108/208との間のエネルギーの効率的な伝送は、
送電機104/204と受電機108/208との間で整合した共振またはほぼ整合した共振が生じてい
る間に行われ得る。しかしながら、送電機104/204と受電機108/208との間の共振が整合し
ないときであっても、効率に影響が及ぶ場合があるものの、エネルギーを伝送することが
できる。たとえば、共振が整合しないと効率が低くなることがある。エネルギーの伝送は
、送電コイル114/214から自由空間にエネルギーを伝搬させる代わりに、送電コイル114/2
14/216のワイヤレス場105/205からのエネルギーを、ワイヤレス場105/205の近傍に存在す
る受電コイル118/218とカップリングすることによって行われる。
【００２５】
　ループコイルまたは磁気コイルの共振周波数は、インダクタンスおよびキャパシタンス
に基づいている。インダクタンスは単にコイル352によって作り出されたインダクタンス
であってもよいが、キャパシタンスは、所望の共振周波数の共振構造を作り出すためにコ
イルのインダクタンスに加えられてもよい。非限定的な例として、共振周波数で信号358
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を選択する共振回路を作り出すために、送電回路または受電回路350にキャパシタ354およ
びキャパシタ356が加えられてもよい。したがって、より大きい直径のコイルでは、共振
を持続させるのに必要なキャパシタンスのサイズは、ループの直径またはインダクタンス
が増加するにつれて減少してよい。
【００２６】
　さらに、コイルの直径が増加するにつれて、近接場の効率的なエネルギー伝送面積が増
加してもよい。他の構成要素を使用して形成される他の共振回路も考えられる。別の非制
限の例として、キャパシタは、回路350の2つの端子間に並列に置くことも可能である。送
電コイルに関して、コイル352の共振周波数にほぼ対応する周波数を有する信号358がコイ
ル352への入力であってよい。
【００２７】
　図1および図2を参照すると、送電機104/204は、送電コイル114/214/216の共振周波数に
対応する周波数を有する、時変磁場(または、電磁場)を出力することができる。受電機10
8/208がワイヤレス場105/205内にあるとき、時変磁場(または、電磁場)は、受電コイル11
8/218内に電圧を誘導することができる。上記のように、受電コイル118/218が送電コイル
114/214/216の周波数において共振するように構成される場合には、エネルギーを効率的
に伝送することができる。受電コイル118/218内で発生したAC信号は、負荷を充電するか
または負荷に電力を供給するために提供され得るDC信号を作るために上述のように整流さ
れてもよい。
【００２８】
　図4は、ある例示的な実装形態による、ワイヤレス電力伝送システム400上で位置合わせ
された車両の図400である。ワイヤレス電力伝送システム400は、車両401が、ベースパッ
ド415とも呼ばれる送電機415の近くに駐車しているときに、車両401の充電を可能にする
。車両401が送電機415上に駐車するための空間が示されている。送電コイル414は、送電
機415(たとえば、ベースパッド)内に位置してよい。いくつかの実装形態では、送電機415
は、電力バックボーン402に接続可能であり、交流電流(AC)を送電コイル414に提供するよ
うに構成され得る。車両401は、各々が受電機408に接続されたバッテリー436と受電コイ
ル418とアンテナ427とを含んでもよい。
【００２９】
　いくつかの実装形態では、受電コイル418は、送電コイル414によって生成されるワイヤ
レス場(たとえば、磁場または電磁場)内に配置されたときに電力を受け取ることができる
。送電コイル414を介して伝送される電力量は、車両401のバッテリーを充電するのに、ま
たは車両401の負荷に電力を供給するのに十分な量であり得る。たとえば、伝送される電
力の量はキロワット程度であってよい。ワイヤレス場は、送電コイル414によって出力さ
れたエネルギーが受電コイル418によって捕捉され得る領域に対応する。場合によっては
、ワイヤレス場は、送電コイル414の「近接場」に対応し得る。
【００３０】
　図5は、ある例示的な実装形態による、バイポーラワイヤレス電力伝送システム500の図
500である。示すように、バイポーラワイヤレス電力伝送システム500は、第1のコイル502
と、第2のコイル506と、強磁性レイヤ508と、シールドレイヤ510とを含むことができる。
強磁性レイヤ508は、たとえば、フェライトを含み得る。シールドレイヤ510は、たとえば
、アルミニウムを含むことができ、第1のコイル502または第2のコイル506によって発生し
た何らかの漂遊磁場または漂遊電磁場を遮断するか、またはそれらがシールドレイヤ510
を越えて拡張するのを防ぐのに役立ち得る。シールドレイヤ510が利用される場合、シー
ルドレイヤ510と第1のコイルおよび第2のコイル502/506との間にギャップを有することが
望ましい場合がある。第2のコイル506は、第1のコイル502と重なり得る。いくつかの実装
形態では、第1のコイル502および第2のコイル506は、実質的に矩形形状を有し得る。しか
しながら、本出願はそのように限定されず、第1のコイル502および第2のコイル506は、そ
のように限定されないが、楕円形上または卵型を含む、任意の好適な形状を有してよい。
異なる大きさおよび/または位相を有する別の電流によって駆動するとき、第1のコイル50
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2および第2のコイル506によって形成されるアグリゲート磁場構造を調整することができ
る。しかしながら、あるコイルが別のコイルの上へと屈曲されている、いくつかのバイポ
ーラシステム設計と対照的に、第1のコイル502は第2のコイル506の下へと屈曲されている
が、第2のコイル506は、実質的に平面であり得、第1のコイル502の上またはその下へと屈
曲されていなくてよい。第1のコイル502が第2のコイル506の下へと屈曲されている場所で
は、第1のコイル502の少なくとも1つの部分504は、下にある強磁性レイヤ508に埋め込ま
れることが可能である。したがって、第1のコイル502の部分504が強磁性レイヤ508に埋め
込まれる場合、強磁性レイヤ508は、低減された厚みを有する、(下の図6により詳細に示
す)少なくとも1つの部分512を有し得る。第1のコイル502と第2のコイル506とが重なる場
所で生じる余分な厚みがないため、これは、バイポーラワイヤレス電力伝送システム500
の全厚を低減することを可能にする。具体的に番号付けされていないが、第1のコイル502
は、「y」軸に沿って見られるように、第1のコイル502の反対側に位置する部分512と同様
に埋め込まれた追加の部分(図示せず)を有し得、第2のコイル506はこの場合も第1のコイ
ル502と重なる。
【００３１】
　図6は、図5のバイポーラワイヤレス電力伝送システム500に統合された、低減された厚
みを有する部分512を有する強磁性レイヤ508の拡大図530を示す図である。示すように、
拡大図530は、強磁性レイヤ508とシールドレイヤ510とを示し、見やすくするために、第1
のコイル502および第2のコイル506は除去されている。第1のコイル502の部分504が第2の
コイル506の下へと屈曲されている場所では、強磁性レイヤ508の部分512は強磁性レイヤ5
08のその他の部分の厚みと比較して低減された厚みを有し得る。いくつかの実装形態では
、第1のコイル502は、第2のコイル506が第1のコイル502と重複する部分において、強磁性
レイヤ508に埋め込むだけでもよい。いくつかの実装形態では、低減された厚みを有する
、強磁性レイヤ508の部分は、強磁性レイヤ内にリセスを有し得る。加えて、いくつかの
実装形態では、部分512は、部分512のためのより薄い強磁性タイルと強磁性レイヤ508の
残余のためのより厚い強磁性タイルとを使用することによって形成され得る。代替的に、
いくつかの他の実装形態では、部分512は、低減された厚みを有するように、より厚い強
磁性タイルを機械加工することによって形成され得る。したがって、部分512は、第1のコ
イル502の埋め込まれた部分504と実質的に同じ形状を有し得る。いくつかの実装形態では
、部分512は、第1のコイル502の部分504が部分512内に収まるように、実質的に矩形形状(
図示せず)を有し得る。いくつかの他の実装形態では、低減された厚みは、強磁性レイヤ5
08の部分512の完全な除去を含むことが可能である。そのような場合、シールドレイヤ510
も部分512の下から完全に除去され得る。したがって、第1のコイル502を第2のコイル506
の下へと屈曲し、第1のコイル502の屈曲部分504を、低減された厚みを有する強磁性レイ
ヤ508の部分512に埋め込むことによって、一部のバイポーラ設計と比較して、バイポーラ
ワイヤレス電力伝送システム500の全厚を低減することができる。さらに、バイポーラワ
イヤレス電力伝送システム500は、実質的に同じコイル寸法および電力定格を有するバイ
ポーラ設計と比較して、実質的に同程度のインダクタンス、カップリング、電流、効率性
、および電力損失尺度を達成することが可能である。図7のバイポーラワイヤレス電力伝
送システム700は、電力を伝送するための場に対して構成された送電機または場を介して
電力をワイヤレスに受け取るように構成された受電機として機能するように構成され得る
ことに留意されたい。
【００３２】
　図7は、ある例示的な実装形態による、上から見たバイポーラワイヤレス電力伝送シス
テムの図700である。たとえば、図700は、「z」矢印に沿って、かつ「z」矢印の反対方向
に見た、図5のシステムと同様のバイポーラワイヤレス電力伝送システムを示すことがで
きる。示すように、第1のコイル502および第2のコイル506は、第1のコイル502の第1の中
心点702および第2のコイル506の第2の中心点704を通過する直線によって画定される共通
軸706に対して実質的に平行な方向で重なる。共通軸706はまた、共通軸706および偏波の
方向が、電流が第1のコイルおよび第2のコイル502/506内でどのように駆動するかに基づ
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いて、第1のコイル502内に位置する極と第2のコイル506内に位置する極との間で、第1の
コイルおよび第2のコイル502/506によって発生する水平磁束の方向にあり得るように、第
1のコイル502と第2のコイル506との間の偏波の共通方向を画定する。本出願で、「中心点
」という用語は、コイルの慣性のモーメントの中心点、またはコイルの最外ループによっ
て画定される投影エリアの中心点であると理解してよい。対称的なコイルの場合、「中心
点」は、コイルの外径(または、外寸)およびそのコイルの内径(または、内寸)の交差点で
あり得る。言い換えれば、第1のコイル502の第1の中心点702は、第1のコイル502の第1の
寸法522a(内径または内寸)の中間点と第1のコイル502の第2の寸法524の中間点の交差であ
ると理解してよい。同様に、第2のコイル506の第2の中心点704は、第2のコイル506の第1
の寸法522b(内径または内寸)の中間点と第2のコイル506の第2の寸法524の中間点の交差で
あると理解してよい。したがって、示すように、第1のコイルおよび第2のコイル502およ
び506の中心点702および704は、互いのコイル自体の上の点であるとは限らないが、各コ
イルによって画定されたエリア内の点であり得る。
【００３３】
　いくつかの実装形態では、それぞれの第1のコイル502および第2のコイル506のそれぞれ
の第1の寸法722aおよび722bは、共通軸706に実質的に平行であり得、各々が共通軸706に
実質的に直角な、それぞれの第2の寸法724よりも短くてよい。第2のコイル506は共通軸70
6方向に第1のコイル502と重なるため、車両が共通軸706の方向に(たとえば、図7および/
または図8に見られるように、左から右に、または右から左に)移動するときであっても、
ワイヤレスに充電される車両はバイポーラワイヤレス電力伝送システムと実質的に均一の
カップリングを経験することになる。したがって、共通軸706方向の車両の移動は、バイ
ポーラワイヤレス電力伝送システム700の充電能力または電力伝送能力に実質的な影響を
及ぼさないことになる。しかしながら、コイルは直角方向では重ならないため、寸法724
が寸法722aおよび722bのいずれかと実質的に同じかまたはそれよりも短い場合、直角方向
に車両を移動させることによる、充電能力または電力伝送能力の低減に対する同様の耐性
は達成され得ない。したがって、寸法722aおよび722bが寸法724よりも短くなるように、
第1のコイル502と第2のコイル506のいずれかまたは両方の寸法724を増大することによっ
て、車両を共通軸706に直角な方向に移動することによる充電能力または電力伝送能力の
低減に対するより大きな耐性が達成され得る。したがって、いくつかの実装形態では、第
2の寸法724に対する第1の寸法722aまたは722bのアスペクト比は、1:2、1:3、1:4、または
第2の寸法724が第1の寸法722aまたは722bよりも大きい、任意の他の比率であってよい。
【００３４】
　一実装形態では、第1のコイル502は第1の電流(図示せず)で駆動可能であり、第2のコイ
ル506は第2の電流(図示せず)で駆動可能である。そのような実装形態では、第1の電流は
、第2の電流と比較して、異なる大きさおよび位相で流れることが可能である。等位相は
同じ方向に流れる電流に対応し得るのに対して、逆位相(180度)は反対方向に流れる電流
に対応し得る。たとえば、1つの逆位相構成では、第1の電流は時計回り方向に流れること
が可能であるのに対して、第2の電流は反時計回り方向に流れることが可能であり、また
は逆も可能である。等位相構成では、第1の電流と第2の電流は両方とも、時計回り方向に
、または代替的に、反時計回り方向に流れることが可能である。第1のコイル502を通って
流れる第1の電流および第2のコイル506を通って流れる第2の電流は、(図8で受電コイル81
8として示される)受電コイルとカップリングされ得る磁束を引き起こすことができる。図
7のバイポーラワイヤレス電力伝送システム700は、電力を伝送するための場に対して構成
された送電機または場を介して電力をワイヤレスに受け取るように構成された受電機とし
て機能するように構成され得ることに留意されたい。
【００３５】
　図8は、ある例示的な実装形態による、受電コイルを含む、上から見た、図5のバイポー
ラワイヤレス電力伝送システムの図800である。図800は、図7の図700の実質的にすべての
特徴を含むことができるが、さらに、受電コイル818を含む。受電コイル818は、図7に関
して前に説明したように画定された中心点810を有する。受電コイル818は、たとえば、ワ
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イヤレス車両充電システムまたはワイヤレス電力伝送システムの一部であり得る。実際に
は、受電コイル818を含む車両は、第1のコイル502および第2のコイル506の共通軸706と常
に正確に位置合わせされるとは限らない場合がある。したがって、いくつかの実装形態で
は、受電コイル818は、第1のコイル502および第2のコイル506の共通軸706から所定の距離
806だけオフセットされ得る。距離806は、たとえば、数センチメートルまたは数インチな
ど、特定の距離として、絶対な観点で表現され得る。代替として、距離806は、たとえば
、第1のコイル502および第2のコイル506の第2の寸法724の割合として、1つまたは複数の
他の寸法と比較して相対的な観点で表現され得る。いくつかの実装形態では、距離806は
、第2の寸法724の15%以上の距離であってよい。他の実装形態では、距離806は、第2の寸
法724の15%未満の距離であってよい。したがって、図7に関して前に説明したように、寸
法724が寸法722aおよび722bよりも大きいことにより、車両の移動による充電能力または
電力伝送能力の低減に対するより大きな耐性、したがって、共通軸706に直角方向の受電
コイル818が達成され得る。図7および図8に関して説明したシステムは、図5および図6を
参照して上で説明したように、フェライト部分に埋め込まれたコイルを伴って、またはそ
れなしで、構成され得ることに留意されたい。
【００３６】
　図9は、ある例示的な実装形態による、ワイヤレス電力伝送のための方法のフローチャ
ート900である。フローチャート900の方法について、本明細書では、図5～図8に関して前
に説明したバイポーラワイヤレス電力伝送システムを参照して説明する。フローチャート
900の方法について、本明細書では特定の順序を参照して説明するが、様々な実施形態で
は、本明細書のステップが異なる順序で実施されるか、または省略される場合があり、さ
らなるステップが追加される場合がある。
【００３７】
　動作ブロック902は、低減された厚みを有する強磁性レイヤの少なくとも1つの部分に埋
め込まれた少なくとも1つの部分を有する第1のコイルを介して電力をワイヤレスに送電ま
たは受電するステップを含む。たとえば、第1のコイル502は、図5に示すように、低減さ
れた厚みを有する強磁性レイヤ508の少なくとも1つの部分512に埋め込まれた少なくとも1
つの部分504を有し得る。前に説明したように、強磁性レイヤは、一般に第1の厚みを有す
る第1の複数のフェライトタイル、および第1の厚みと比較して、第2の低減された厚みを
有する第2の複数のフェライトタイルから、少なくとも1つの部分を低減された厚みを有す
る少なくとも1つの部分512内に含めるように機械加工された単一のフェライトシートから
形成され得る。この動作は、バイポーラワイヤレス電力伝送システム500の全高を増大せ
ずに、第2のコイル506が第1のコイル502と重なることを可能にする。
【００３８】
　動作ブロック904は、第1のコイルの少なくとも1つの埋め込まれた部分と重なる第2のコ
イルを介して電力をワイヤレスに送電または受電するステップをさらに含む。たとえば、
第2のコイル506が第1のコイル502の少なくとも1つの埋め込まれた部分504と重なるように
、第2のコイル506は強磁性レイヤ508上に配置されてよい。第2のコイル506は、実質的に
平面であり、第1のコイル502の上または下へと屈曲されていないため、単一のコイル伝送
システムと比較して、バイポーラワイヤレス電力伝送システム500の全高を増大しなくな
り得る。
【００３９】
　図10は、ある例示的な実装形態による、バイポーラワイヤレス電力伝送装置1000の機能
ブロック図の一例である。バイポーラワイヤレス電力伝送装置は、図10に示す簡略化され
たバイポーラワイヤレス電力伝送装置1000よりも多くの構成要素を有し得ることを当業者
は諒解されよう。示したバイポーラワイヤレス電力伝送装置1000は、特許請求の範囲内の
実装形態のいくつかの顕著な特徴を説明するのに有用な構成要素のみを含む。
【００４０】
　バイポーラワイヤレス電力伝送装置1000は、低減された厚みを有する少なくとも1つの
部分を含む、磁束をチャネリングするための手段1002を含み得る。いくつかの実装形態で
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は、手段1002は、強磁性レイヤ、たとえば、フェライトレイヤを含むことができ、たとえ
ば、図5に示すように、近くのコイルによって発生した磁束をチャネリングすることがで
きる。様々な実装形態では、手段1002は、図5および図6に示した強磁性レイヤ508によっ
て実装され得る。
【００４１】
　本装置1000は、低減された厚みを有する手段1002の少なくとも1つの部分に埋め込まれ
た少なくとも1つの部分を有する、電磁場を発生させるための第1の手段1004をさらに含み
得る。いくつかの実装形態では、手段1004は、たとえば、図5に示した第1のコイル502に
よって実装され得る。
【００４２】
　装置1000は、第1の手段1004の少なくとも1つの埋め込まれた部分と重なる、電磁場を発
生させるための第2の手段1006をさらに含み得る。いくつかの実装形態では、手段1006は
、たとえば、図5に示した第2のコイル506によって実装され得る。
【００４３】
　図11は、ある例示的な実装形態による、ワイヤレス電力伝送のための方法の別のフロー
チャート1100である。フローチャート1100の方法について、本明細書では、図5～図8に関
して前に説明したバイポーラワイヤレス電力伝送システムを参照して説明する。フローチ
ャート1100の方法について、本明細書では特定の順序を参照して説明するが、様々な実施
形態では、本明細書のステップが異なる順序で実施されるか、または省略される場合があ
り、さらなるステップが追加される場合がある。
【００４４】
　動作ブロック1102は、第1の中心点を有する第1のコイルを介して電力をワイヤレスに送
電または受電するステップを含む。たとえば、第1のコイル502は、図7または図8に示した
ように、中心点702を有し得る。
【００４５】
　動作ブロック1104は、第2の中心点を有する第2のコイルを介して電力をワイヤレスに送
電または受電するステップを含む。第2のコイル506は、第1のコイル502の一部分と重なり
得る。第1のコイル502および第2のコイル506は、第1の中心点702と第2の中心点704との間
に共通軸706を有し得る。加えて、第1のコイル502および第2のコイル506は各々、各々が
共通軸706に実質的に直角な、それぞれの第2の寸法724よりも短い、共通軸706に実質的に
平行な第1の寸法722aおよび722bを有する。したがって、第1の寸法が第2の寸法よりも短
いことは、車両(および、関連する受電コイル)が第1のコイルおよび第2のコイルの共通軸
に平行かつ/または直角な方向に若干移動したとき、伝送システムと車両との間の不均一
なカップリングに対する耐性または抵抗力の増大を可能にする。
【００４６】
　図12は、ある例示的な実装形態による、別のバイポーラワイヤレス電力伝送装置1200の
機能ブロック図の一例を示す。バイポーラワイヤレス電力伝送装置は、図12に示す簡略化
されたバイポーラワイヤレス電力伝送装置1200よりも多くの構成要素を有し得ることを当
業者は諒解されよう。示したバイポーラワイヤレス電力伝送装置1200は、特許請求の範囲
内の実装形態のいくつかの顕著な特徴を説明するのに有用な構成要素のみを含む。
【００４７】
　装置1200は、第1の中心点702を有する、電磁場を発生させるための第1の手段1202を含
み得る。いくつかの実装形態では、手段1202は、たとえば、図5、図7、および図8に示し
た第1のコイル502によって実装され得る。
【００４８】
　装置1200は、第2の中心点704を有し、かつ第1の手段1202の一部分と重なる、電磁場を
発生させるための第2の手段1204をさらに含むことができ、第1の手段および第2の手段120
2/1204は、第1の中心点および第2の中心点702/704の間に共通軸706を有し、電磁場を発生
させるための第1の手段および第2の手段1202/1204は、各々、各々が共通軸706に実質的に
直角な、それぞれの第2の寸法724よりも短い。共通軸706に実質的に平行な第1の寸法722a
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/722bを有する。いくつかの実装形態では、手段1204は、たとえば、図5、図7、および図8
に示した第2のコイル506によって実装され得る。
【００４９】
　上で説明された方法の様々な動作は、様々なハードウェア構成要素および/もしくはソ
フトウェア構成要素、回路、ならびに/またはモジュールのような、動作を実行すること
が可能な任意の適切な手段によって実行され得る。一般に、図に示した任意の動作は、動
作を実行することが可能な対応する機能的手段によって実行され得る。
【００５０】
　様々な異なる技術および技法のいずれかを使用して、情報および信号が表され得る。た
とえば、上記の説明全体にわたって言及され得るデータ、命令、コマンド、情報、信号、
ビット、記号、およびチップは、電圧、電流、電磁波、磁場もしくは磁性粒子、光場もし
くは光学粒子、またはそれらの任意の組合せによって表され得る。
【００５１】
　本明細書で開示する実装形態に関して説明した種々の例示的な論理ブロック、モジュー
ル、回路、およびアルゴリズムステップは、電子ハードウェア、コンピュータソフトウェ
ア、または両方の組合せとして実装することができる。ハードウェアとソフトウェアのこ
の互換性を明確に示すために、種々の例示的構成要素、ブロック、モジュール、回路、お
よびステップが、これまでその機能に関して包括的に説明されてきた。そのような機能が
、ハードウェアとして実装されるか、ソフトウェアとして実装されるかは、特定の適用例
およびシステム全体に課される設計制約によって決まる。説明した機能は特定の適用例ご
とに様々な方法において実装される場合があるが、そのような実装形態の決定は、本発明
の実装形態の範囲からの逸脱を生じるものと解釈されるべきではない。
【００５２】
　本明細書で開示する実装形態に関して説明された種々の例示的なブロック、モジュール
、および回路は、汎用プロセッサ、デジタルシグナルプロセッサ(DSP)、特定用途向け集
積回路(ASIC)、フィールドプログラマブルゲートアレイ(FPGA)もしくは他のプログラマブ
ル論理デバイス、個別ゲートもしくはトランジスタロジック、個別ハードウェア構成要素
、または、本明細書において説明される機能を実行するように設計されたそれらの任意の
組合せを用いて、実装または実行することができる。汎用プロセッサを、マイクロプロセ
ッサとする場合があるが、代替案では、プロセッサを、任意の従来のプロセッサ、コント
ローラ、マイクロコントローラ、またはステートマシンとする場合がある。また、プロセ
ッサは、コンピューティングデバイスの組合せ(たとえば、DSPおよびマイクロプロセッサ
の組合せ、複数のマイクロプロセッサ、DSPコアと連携する1つもしくは複数のマイクロプ
ロセッサ、または任意の他のそのような構成)として実現することもできる。
【００５３】
　本明細書において開示される実装形態に関連して説明された方法またはアルゴリズムの
ステップおよび機能は、そのままハードウェアにおいて、プロセッサによって実行される
ソフトウェアモジュールにおいて、またはその2つの組合せにおいて具現化することがで
きる。ソフトウェアにおいて実装される場合、それらの機能は、1つもしくは複数の命令
またはコードとして有形の非一時的コンピュータ可読媒体上に記憶されるか、あるいは非
一時的コンピュータ可読媒体を介して送電される場合がある。ソフトウェアモジュールは
、ランダムアクセスメモリ(RAM)、フラッシュメモリ、読取り専用メモリ(ROM)、電気的プ
ログラマブルROM(EPROM)、電気的消去可能プログラマブルROM(EEPROM)、レジスタ、ハー
ドディスク、リムーバブルディスク、CD ROM、または、当技術分野で既知である任意の他
の形態の記憶媒体中に存在し得る。記憶媒体は、プロセッサが記憶媒体から情報を読み取
り、かつ記憶媒体に情報を書き込むことができるように、プロセッサに結合される。代替
形態として、記憶媒体はプロセッサと一体に構成することができる。本明細書において使
用されるとき、ディスク(disk)およびディスク(disc)は、コンパクトディスク(disc)(CD)
、レーザーディスク(登録商標)(disc)、光ディスク(disc)、デジタル多用途ディスク(dis
c)(DVD)、フロッピーディスク(disk)およびブルーレイディスク(disc)を含み、ディスク(
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disk)は、通常、磁気的にデータを再生し、ディスク(disc)は、レーザを用いてデータを
光学的に再生する。上記のものの組合せも、コンピュータ可読媒体の範囲内に含まれるべ
きである。プロセッサおよび記憶媒体は、ASICに存在し得る。ASICは、ユーザ端末に存在
し得る。代替として、プロセッサおよび記憶媒体は、個別構成要素としてユーザ端末に存
在し得る。
【００５４】
　本開示の概要を示すために、本発明のいくつかの態様、利点、および新規の特徴が本明
細書で説明されてきた。そのような利点の必ずしもすべてが、本発明の任意の特定の実装
形態に従って達成されるとは限らない場合があることを理解されたい。したがって、本発
明は、本明細書において教示または示唆される場合があるような、他の利点を必ずしも達
成することなく、本明細書において教示される1つの利点または一群の利点を達成または
最適化するようにして具現化または実行される場合がある。
【００５５】
　上記の実装形態の種々の変更形態が容易に明らかになり、本明細書において規定される
一般原理は、本発明の趣旨または範囲を逸脱することなく他の実装形態に適用することが
できる。したがって、本発明は、本明細書で示した実装形態に限定されることを意図する
ものではなく、本明細書で開示した原理および新規の特徴に一致する最も広い範囲を与え
られるべきである。
【符号の説明】
【００５６】
　　100　ワイヤレスバイポーラ電力伝送システム
　　102　入力電力
　　104　送電機
　　105　ワイヤレス場
　　108　受電機
　　110　出力電力
　　112　距離
　　114　送電コイル
　　118　受電コイル
　　200　ワイヤレスバイポーラ電力伝送システム
　　204　送電機
　　206　送電回路
　　205　ワイヤレス場
　　208　受電機
　　210　受電回路
　　214　送電コイル、第1の送電コイル
　　216　第2の送電コイル
　　218　受電コイル
　　219　通信チャネル
　　222　発振器
　　223　周波数制御信号
　　224　ドライバ回路
　　225　入力電圧信号(VD1)
　　226　フィルタおよび整合回路
　　232　整合回路
　　234　整流器回路
　　236　バッテリー
　　242　発振器
　　243　周波数制御信号
　　244　ドライバ
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　　245　入力電力信号(VD2)
　　246　フィルタおいおび整合回路
　　350　送電回路または受電回路、回路
　　352　コイル、「ループ」コイル、空芯ループコイル
　　354　キャパシタ
　　356　キャパシタ
　　358　信号
　　400　ワイヤレス電力伝送システム、図
　　401　車両
　　402　電力バックボーン
　　408　受電機
　　414　送電コイル
　　415　ベースパッド、送電機
　　418　受電コイル
　　427　アンテナ
　　436　バッテリー
　　500　バイポーラワイヤレス電力伝送システム、図
　　502　第1のコイル
　　504　部分
　　506　第2のコイル
　　508　強磁性レイヤ
　　510　シールドレイヤ
　　512　部分
　　522a　第1の寸法
　　522b　第1の寸法
　　524　第2の寸法
　　530　拡大図
　　700　バイポーラワイヤレス電力伝送システム、図
　　702　第1の中心点
　　704　第2の中心点
　　706　共通軸
　　722a　第1の寸法、寸法
　　722b　第1の寸法、寸法
　　724　第2の寸法、寸法
　　800　バイポーラワイヤレス電力伝送システムの図
　　806　所定の距離、距離
　　810　中心点
　　818　受電コイル
　　1000　バイポーラワイヤレス電力伝送装置
　　1002　低減された厚みを有する少なくとも1つの部分を含む、磁束をチャネリングす
るための手段
　　1004　低減された厚みを有する手段の少なくとも1つの部分に埋め込まれた少なくと
も1つの部分を有する、電磁場を発生させるための第1の手段
　　1006　第1の手段の埋め込まれた少なくとも1つの部分と重なる、電磁場を発生させる
ための第2の手段
　　1100　フローチャート
　　1200　バイポーラワイヤレス電力伝送装置、装置
　　1202　第1の中心点を有する、電磁場を発生させるための第1の手段
　　1204　第2の中心点を有し、第1の手段1202の一部分と重なる、電磁場を発生させるた
めの第2の手段
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【手続補正書】
【提出日】平成28年11月15日(2016.11.15)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ワイヤレス電力を送るための装置であって、
　低減された厚みを有する少なくとも1つの部分を含む強磁性レイヤと、
　第1のコイルと、
　前記第1のコイルに少なくとも部分的と重なる第2のコイルであって、前記第2のコイル
の巻線と重なる前記第1のコイルの部分が、前記低減された厚みを有する前記少なくとも1
つの部分に埋め込まれ、前記第2のコイルの前記巻線と重ならない前記第1のコイルの部分
が、前記低減された厚みを有する前記少なくとも1つの部分に埋め込まれていない、第2の
コイルと
を含む、装置。
【請求項２】
　前記低減された厚みを有する前記少なくとも1つの部分が、前記強磁性レイヤ内にリセ
スを含む、請求項1に記載の装置。
【請求項３】
　前記低減された厚みを有する前記少なくとも1つの部分が、前記少なくとも1つの部分に
おける前記強磁性レイヤの完全除去を含む、請求項1に記載の装置。
【請求項４】
　前記低減された厚みを有する前記強磁性レイヤの前記少なくとも1つの部分に実質的に
位置合わせされた、埋め込まれたまたは除去された少なくとも1つの部分を有する電磁シ
ールドレイヤをさらに含む、請求項3に記載の装置。
【請求項５】
　前記強磁性レイヤが、第1の厚みを有する第1の複数の強磁性タイルを含み、前記低減さ
れた厚みを有する前記少なくとも1つの部分が、前記低減された厚みを有する第2の複数の
強磁性タイルを含む、請求項1に記載の装置。
【請求項６】
　前記強磁性レイヤ、前記第1のコイル、および前記第2のコイルが、バイポーラワイヤレ
ス電力送電機またはバイポーラワイヤレス電力受電機を形成する、請求項1に記載の装置
。
【請求項７】
　前記第1のコイルおよび前記第2のコイルが、異なる大きさまたは異なる位相のうちの少
なくとも1つを有するそれぞれの前記第1のコイルおよび前記第2のコイルを通過するそれ
ぞれ第1の電流および第2の電流で駆動するように構成される、請求項1に記載の装置。
【請求項８】
　前記第1のコイルおよび前記第2のコイルが、少なくとも1つの受電コイルとカップリン
グするための磁束を発生させるように構成される、請求項1に記載の装置。
【請求項９】
　ワイヤレス電力を送るための方法であって、
　第1のコイルを介して電力をワイヤレスに送電または受電するステップと、
　前記第1のコイルに少なくとも部分的と重なる第2のコイルを介して電力をワイヤレスに
送電または受電するステップであって、前記第2のコイルの巻線と重なる前記第1のコイル
の部分が、低減された厚みを有する強磁性レイヤの少なくとも1つの部分に埋め込まれ、
前記第2のコイルの前記巻線と重ならない前記第1のコイルの部分が、前記低減された厚み
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を有する前記少なくとも1つの部分に埋め込まれていない、送電または受電するステップ
と
を含む、方法。
【請求項１０】
　前記低減された厚みを有する前記少なくとも1つの部分が、前記強磁性レイヤ内にリセ
スを含む、請求項9に記載の方法。
【請求項１１】
　前記低減された厚みを有する前記少なくとも1つの部分が、前記少なくとも1つの部分に
おける前記強磁性レイヤの完全除去を含む、請求項9に記載の方法。
【請求項１２】
　前記低減された厚みを有する前記強磁性レイヤの前記少なくとも1つの部分に実質的に
位置合わせされた、少なくとも1つの埋め込まれたまたは除去された部分を含む電磁シー
ルドレイヤを介して電磁場からエリアを遮断するステップをさらに含む、請求項11に記載
の方法。
【請求項１３】
　前記強磁性レイヤが、第1の厚みを有する第1の複数の強磁性タイルを含み、前記低減さ
れた厚みを有する前記少なくとも1つの部分が、前記低減された厚みを有する第2の複数の
強磁性タイルを含む、請求項9に記載の方法。
【請求項１４】
　異なる大きさまたは異なる位相のうちの少なくとも1つを有するそれぞれの前記第1のコ
イルおよび前記第2のコイルを通過するそれぞれ第1の電流および第2の電流で前記第1のコ
イルおよび前記第2のコイルを駆動するステップをさらに含む、請求項9に記載の方法。
【請求項１５】
　少なくとも1つの受電コイルとカップリングされた磁束を発生させるために前記第1のコ
イルおよび前記第2のコイルを利用するステップをさらに含む、請求項9に記載の方法。
【請求項１６】
　電力をワイヤレスに送るための装置であって、
　第1の中心点を有する第1のコイルと、
　第2の中心点を有し、かつ前記第1のコイルの一部分と重なる第2のコイルと
を含み、前記第1のコイルおよび前記第2のコイルが、前記第1のコイルおよび前記第2のコ
イルによって発生した磁束の偏波の方向と同じ方向に延びる前記第1の中心点と前記第2の
中心点との間に共通軸を有し、前記第1のコイルおよび前記第2のコイルが各々、前記共通
軸に実質的に平行な第1の寸法であって、各々が前記共通軸に実質的に直角となっている
それぞれの第2の寸法よりも短い、第1の寸法を有する、装置。
【請求項１７】
　前記第1のコイルおよび前記第2のコイルが、異なる大きさまたは異なる位相のうちの少
なくとも1つを有するそれぞれの前記第1のコイルおよび前記第2のコイルを通過するそれ
ぞれ第1の電流および第2の電流で駆動するように構成される、請求項16に記載の装置。
【請求項１８】
　前記第1のコイルおよび前記第2のコイルが、少なくとも1つの受電コイルとカップリン
グするための磁束を発生させるように構成される、請求項16に記載の装置。
【請求項１９】
　前記第1のコイルおよび前記第2のコイルが、前記磁束を介して、前記第1のコイルおよ
び前記第2のコイルの前記第2の寸法の所定の割合以下の距離だけ、前記共通軸に直角方向
に前記共通軸からオフセットされた中心点を有する前記少なくとも1つの受電コイルを含
む車両のバッテリーを充電するかまたは負荷に電力を供給するのに十分な電力量を伝送す
るように構成される、請求項18に記載の装置。
【請求項２０】
　低減された厚みを有する少なくとも1つの部分を含む強磁性レイヤをさらに含む、請求
項16に記載の装置。
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【請求項２１】
　前記第1のコイルが、前記低減された厚みを有する前記強磁性レイヤの前記少なくとも1
つの部分に埋め込まれた少なくとも1つの部分を含む、請求項16に記載の装置。
【請求項２２】
　前記強磁性レイヤが、第1の厚みを有する第1の複数の強磁性タイルを含み、前記低減さ
れた厚みを有する前記少なくとも1つの部分が、前記低減された厚みを有する第2の複数の
強磁性タイルを含む、請求項16に記載の装置。
【請求項２３】
　電力をワイヤレスに送るための方法であって、
　第1の中心点を有する第1のコイルを介して電力をワイヤレスに送るステップと、
　第2の中心点を有し、かつ前記第1のコイルの一部分と重なる第2のコイルを介して電力
をワイヤレスに送るステップとを含み、前記第1のコイルおよび前記第2のコイルが、前記
第1のコイルおよび前記第2のコイルによって発生した磁束の偏波の方向と同じ方向に延び
る前記第1の中心点と前記第2の中心点との間に共通軸を有し、前記第1のコイルおよび前
記第2のコイルが各々、前記共通軸に実質的に平行な第1の寸法であって、各々が前記共通
軸に実質的に直角となっているそれぞれの第2の寸法よりも短い、第1の寸法を有する、方
法。
【請求項２４】
　異なる大きさまたは異なる位相のうちの少なくとも1つを有するそれぞれの前記第1のコ
イルおよび前記第2のコイルを通過するそれぞれ第1の電流および第2の電流で前記第1のコ
イルおよび前記第2のコイルを駆動するステップをさらに含む、請求項23に記載の方法。
【請求項２５】
　前記第1のコイルおよび前記第2のコイルによって少なくとも1つの受電コイルとカップ
リングするための磁束を発生させるステップをさらに含む、請求項23に記載の方法。
【請求項２６】
　前記磁束を介して、前記第1のコイルおよび前記第2のコイルの前記第2の寸法の所定の
割合以下の距離だけ、前記共通軸に直角方向に前記共通軸からオフセットされた中心点を
有する前記少なくとも1つの受電コイルを含む車両のバッテリーを充電するかまたは負荷
に電力を供給するのに十分な電力量を伝送するステップをさらに含む、請求項25に記載の
方法。
【請求項２７】
　低減された厚みを有する少なくとも1つの部分を含む強磁性レイヤが前記第1のコイルに
隣接して配置される、請求項23に記載の方法。
【請求項２８】
　前記第1のコイルが、前記低減された厚みを有する前記少なくとも1つの部分に埋め込ま
れた少なくとも1つの部分を含む、請求項27に記載の方法。
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